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年結成〕 と対抗していた。 Iタイ自由労働者連合JFWAT (1954年設立) と

































5) 前掲拙杭 7-8へージ。 13-18ベージ。
6) E. Fogg， Labor Organization in Thailand， lLRR， vol. 6， No. 13， Apr. 1953， p.371.なお，
労働者四大多数をなす非組合員の場合，苦情や争議は宮使閣で個人的に解決された。
7) S. Molleechati. The Problems G開 fTontingLahor Organ問叫加"問 Th副land，MATh田町
Texas Tech. Col1ege， 1966. p. 73 


























8) Ibid.， p. 74 
9) Thien Ashakul. The Situation 0/ Labor Unions and LaboT Relations in Thailand. Soul， 
September 1971， p.6 


























10) Lombard， ot. cit.， p. 9 
1) 1972年から73年の消費者物価指数の上昇率は15.5克であった (YearBook 01 Labor Statistics 
1972-1973， P向5)。











第 1 喪パンコクにおける中要原因~IJ労働争議斡旋数 (1962-1974)
年 雇用①IM1Gig時条|宮数字l川合 言十
1962 270(71) 93(25) 一(-) 8( 2) 一(-) 9( 2) 380(100) 
1963 303(81) 55(15) 4( 1) 8( 2) 〈ー〕 2( 1) 372(100) 
1964 203く59) 50(15) 89(26) 1(-) 1(-) 一(-) 344(lOO) 
1965 2日3(56) 75(21) 70(19) 13( 4) (-) 〔ー〉 361(100) 
1966 219(51) 108(25) 61(14) 21( 5) 23( 5) (-) 432(100) 
1967 196(49) 135(34) 32( 8) 7( 2) 26( 7) (-) 396(100) 
1968 ! 268(50) 175(33) 32( 6) 8( 2) 50( 9) 一〔ー〕 533(100) 
1969 253(33) 334(43) 49( 7) 16( 2) 117(15) (一〉 769(1口〉
1970 251(38) 277(42) 23( 4) 9( 1) 95(15) (-) 655(100) 
1971 249(36) 316(45) 26( 4) 11( 1) 96(14) (-) 698(100) 
1972 304(36) 339(41) 46( 5) 14( 2) 135(16) 一(ー〉 838(100) 
1973 377(34) 487(44) 39( 1) 50( 4) 110(10) 41( 4) 1104(100) 
1974 791(50) 443(28) 50( 3) 27( 2) 223(14) 58( 3) 1592(100) 












賃金要求 - I 162(33) I 423( 36) 
その他。賃金問題 - I 38( 8) I 4S( 4) 
作業条件 10( 2) 30( 2) 
複数の争点 41( 8) 156( 13) 
その他 1(ー )I 33( 3) I 







































訴える ζ とになる。そこで次にこうしたストライキの発生傾向について， ミッ
12) Dcchn Kncwchansilp， Laws Concern明gEmployme11t. Labor Department， 1968， pp. 101 
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14) Michae:l SilveI". Re:cl:nt British Strike τモrends:A Foctual Analysis. British Journal of 
Industrial Relations. Vol. XI. No. 1， March 1973， p.97. 






680 3，558 227 5.2 
1950 430 8，000 215 18.6 
1951 1 1，600 1，600 1，600 1.0 
1952 3 900 8，200 300 9.1 
1953 6 960 6，015 160 6.3 
1954 2 910 515 455 0.6 
1955キ
1956 12 3，673 23，234 306 6.3 
1957 22 12，977 91，788 590 7.1 
1958 4 458 4，202 115 9.2 
1959 11 846 8，160 77 9.6 
1960 2 23 64 12 2.8 
1961 2 68 93 34 1.4 
1962 81 63 27 0.7 
1963 118 159 30 1.3 
1964 12 300 539 25 1.8 
1965 17 3，753 6，566 221 1.7 
1966 17 5，413 18，764 318 3.5 
1967 2 470 470 235 1.0 
1968 14 1，867 3，217 133 1.7 
1969 18 5，345 23，593 297 4.4 
1970 25 2，888 6，004 116 2.1 
1971 27 5，15直 12，646 191 2.5 
1972 34 7，803 19，903 230 2.6 
1973 501 177，887 296，887 355 2.4 
1974 357 105，883 507，607 297 4.8 
出所) ILO. Year Book of Labor StatisticJ， 1966， p.713. Labor Department， Year 
Book ~ゲ Statistics ， 1968， p.122. 1974， p.118 
住〉 キ印の年の資料位欠如している。
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第 4表 部門別ストライキ発生科数 (1958-74)
年 |製造業水|建制商業|童書1;-ピl叫|合計
1958 3 1 4 
1959 11 11 
1960 2 2 
1961 2 2 
1962 2 l 3 
1963 3 1 4 
1964 5 l 6 
1965 12 3 2 17 
1966 5 7 1 4 17 
1967 2 2 
1968 9 2 2 l 14 
1969 12 2 1 l 2 18 
1970 15 5 2 3 25 
1971 20 l 1 4 l 27 
1972 34 
1973 389 24 42 30 10 501 
1974 280 20 25 12 13 357 
出所 LaborDepartment， Year Book 01 Labor Statistics， 1968， p. 123， 






全産業のストライキ数 6 11 297 
製造業のストライキ数 7 223 
参加労働者数 2，766 1，913 97，179 
喪失日数 17，864 6，039 274，799 
ストライキ当り労働者数 487 131 294 




タイ労使関係の近代化 (207) 103 
にもかかわらず，ストライキはたいてい「直接的」且つ「非合法的」に発生し
た。とくにストライキの激発した1973年には，労働局の報告によれば殆どのス



















15) LaboI Department，口切lditioη，aηd Labor Prablems in Industry， 1973， p.6. 
16) Ibid.， p.5 
17) C. Kerr and A. Sieget Inte!"IndusげyPropensity to Strike. Collective Bargaining， edited 
by A. Flanders， 1969. pp. 138-160 
18) 低劣な労働条件としては主に低賃金(最低賃金制以前は1日あたり 8パーツ=40米セット)，
長時間封働 (8時間労働日〕および作業環境の悪さを指摘しうる CChulalo月 kornU ni versity 
Students. Bangkok's Textile Workers， Ronin Magazine， No. 16. Ballgkok 1974， pp. 36 
-39) 


























19)Labor Department，中.cit. p. 6 
























































タイ労世閲慌の近代化 (211) 107 
トライキやロック・アウトの増大に伴ない無規律の度合を強めてゆく際，フラ
ング一月が既に指摘したように 2つの危険な事態が生じることになる2ヘつ























20) A. Flanders， Management and Unions， The Theory and Keform of Industrial Relα2ωn" 
London 1970， pp. 155-15E 























21) cf. A. Flanders， The Nature of Collective Bargaining， Collecti町 Bargaining，ed. A 
Flanders， 1969， p.19 
22) Ibid.， p.32 
23) Ibid 
24) Ibid. 
25) Ibid.， p. 3:J 
26) Flanders， Management and Unions， p.159 
タイヨテ使関係の近代it
( Z) 当事者がおた古川、を承認する用意を示すこと。
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雇用主と被用者はそれぞれ全国Vベル，産業レベルおよび工場レベノレで組織
化される必要があるo 産業社会の最小単位と L-C白職場から最大単位としての
連合に至るまでのこれらの組織によって，団体交渉における労使双力の意思は
十分に代表されうるであろう。
被用者はその大多数が未熟練で教育水準も低しそのうえ供給超過のため組
織化はきわめて困難である。しかし，組織の形成に際しては熟練および半熟練
の被用者がリーダーとなり，未熟練の被用者の保護ぞいっそうおし進めるべき
であろう。
1976年現在，政府は産業レベノレでの組織形成と団体交渉を保証する労働法を
制定することによって，労使関係制度の近代化のための正当な進路をとってい
る。しかし，これらの法規が労働者の交渉力をより強化するためには，全国ν
ベノレでの労働者組織の形成をも保証すべきであろう。政府や雇用者と共働的に
活動する労働者組織を承認することは，労働運動を「法の支配」のもとにおく
重要な要因をなすからである。
おわりに
以上みてきたことから，現在に至るまでのタイ労使関係においては，職場お
よび産業社会の諸ノレール設定に際しての 3当事者聞の相瓦作用は均衡した基礎
にたっ亡展開されていない乙とが明らかとなった。つまりそれは全国νベルt
は政府が労働法規の発布という形でノレーノレを作成L，産業レベノレでは経営者が
諸作業規則を設定する一方的過程であって，ここでは労働者はいかなる参加も
不可能なのである。また，実際の雇用慣行は仏教の教義に基づいており，成文
化きれないのが普通であった。
これらの特徴は3当事者のイデオロギーや組織両にも影響す及ぼしていた。
長期にわたる絶対王制および軍事政権下の歴史過程で，政府自体が絶対的なノレ
ーノレ作成の権威をなすとの観念が公衆の間に深く浸透してきたのである。労使
関係に関わる仏教の教義もまた労使双方のイデオロギーに影響を及ぼしてきた。
タイ封使関係の近代化
???〕????
主人としての雇用者は部下としての労働者に仕事を与え，後者はその見返めと
して忠誠と服従を捧げねばならないというのがそれである。
組織面では，政府代表機関としての労働局は労働法を有効に施行するには質
量ともに弱体すぎ，他方，労使の組織化の程度も不十分であった。労使の組織
化の不十分なことはひとつには右にみた彼らのイデオロギーや労使関係への無
理解により，もう 1つには労働者自身が殆ど不熟練で教育水準が低<.その上
供給過剰であるという事情が与っていた。むろん，過去において経営者や労働
者の組織が全く欠如していたわけではなかった。しかし，不幸にも経営者団体
は生産的目的にのみ関係し，労働問題をとりあげなかった。労働者組織につい
ても，労働者自らによってでなく政治家である部外者によフて形成され，ナジ
ョナリスムや反共宣伝等の政治的目的に利用されがちであった。
他方，こうした現存までの労使関係のも正で労働争議も増加傾向を示してい
る。たいていの争議は雇用と賃金問題をめくって発生していた。争議がストラ
イキを伴うケ一月も漸増している。それは製造業，とりわけ繊維工業において
目立っている。各々のストライキについては参加労働者数は増大するが継続日
数は漸次短かくなる傾向を有している。この傾向は実はストライキが直接的且
つ非合法的な形をとることのあらわれであった。そして，こうした直接的，非
合法的見トライキは労働者組織が実質的に承認されないことの結果であった。
つまり，争議に際L，雇用者の報復を避けるためには，労働者はどうしても直
接的に圧力をかける団体へと結集せざるを得なかったのである。
以上の考祭からタイ労使関係の特徴をつぎのように要約することができる。
すなわち，
(1) タイ労使関係の特徴は 3当事者がノレール決定過程で平等の基礎に立つ
Cいないことである。政府と経営者のみがそれぞれ全国および産業レベノレでノレ
ールを決定C，労働者は仲間はずれにされているo
( 2) この制度の下で発生する労働争議の特徴は，第1にそれが雇用，賃金
問題といった最も基本的な労働条件にかかわっておめ，第2に直接的，非合法
112 (216) 第135巷第3号
的ストライキの形態をとることにある。
この最後の点に関して付言すれば，直接的，非合法的なストライキの比率が
高い労働争議が増大傾向にあるということは，労使関係の無規律性が高まるこ
とでもある。そして，そうした無規律状態の高まりは労使関係制度についにの
誤解に通じ易しその結果，無規律=ギ安定性白原因〈ノレーノレ決定過程での勢
力不均衡〕を除くというよりむしろ，それの徴候にすぎないもの〈λ トライキ
等〕を抑圧する政策的方向がとられることにもなる。実体はともか<，まずも
って秩序だった労使関係が要求されるからであるu
しかし，近代化が社会的にみて最も適当な形で達成されるためには，労使関
係において 3当事者の組織化がし、っそうおし進められ，また，それを前提と
した団体交渉制度にもとづ〈ルーノレ決定方法が確立されるべきであろう。団体
交渉は組織の相互的承認，協約の遵守に依存するが，その条件が満たされれば，
それは労働者カルテルや法の支配を実現するばかりでない。なによりもまず，
3当事者の平等なんーノレ決定への参加を実現することになるのである。
3当事者それぞれのイデオロギー上，組織構造上の問題点とその解決方法に
ついても本稿でその大筋を示唆した。しかし，この解決方法は更に詳L<検討
される必要があるが，この点は将来の課題としたい。
〔今久保幸生訳〕
追記 :<11:摘は，ダラフット民が「タイ労使関係の近代fl:; 労働争議の展開と組織の形
成JUJ・〈下L として「アジアと白木」誌第28および第29号 (1975年4月，
5月〕に発表したものを，ダララット氏および訳者今久保幸生氏の許可を得て，
菊池が庄縮・整理したも白である。な恥圧縮・転載を快〈承諾された「アジア
と日本」誌に記して感謝したい。 (1985年 1月，菊池光造記〕
